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委 託 業 務 名 普通河川奥殿川河川改修事業(第２工区)に伴う地上物件等調査委託

履行場所 ①　京都市右京区梅ケ畑向ノ地町１３番の一部、１３番１、３７番２の一部、３７番３の一部

地 上 物 件 等 調 査 業 務 委 託 設 計 書

ただし、右京区梅ケ畑向ノ地町１３番ほか３筆の地上物件等調査委託

履 行 場 所 京都市右京区梅ケ畑向ノ地町１３番ほか

履 行 期 間 契約の日の翌日から５か月以内

添 付 図 書 地上物件等調査委託概要書

地上物件等調査業務特記仕様書

位置図・付近見取図・配置図



[ 委 託 概 要 ]

地上物件等（建物・附帯工作物・機械設備・移転雑費・営業・動産・消費税等）の調査

[ 委 託 内 容 ]

１　共通

　　打合せ協議 中間打合せ１回含む 1 業務

　　打合せ協議 中間打合せ加算 ３ 回

　　作業計画書の作成 １ 業務

２　建物等の調査

　　現地踏査 ２ 業務

　　木造建物の調査及び算定 木造建物A　15㎡未満 １ 棟

　　非木造建物の調査及び算定
非木造建物Bハ　構造計算無
25㎡以上100㎡未満

１ 棟

　　　　　　　　　　〃
非木造建物Dハ　構造計算無
15㎡以上70㎡未満

１ 棟

　　機械設備の調査及び算定
機械設備A
１00㎡以上200㎡未満

１ 事業所

　　機械設備の見積 ６ 台（装置）

　　附帯工作物の調査及び算定
工場の敷地
500㎡以上1,000㎡未満

１ 箇所

   

３　営業その他の調査

　　現地踏査 １ 業務

　　営業に関する調査及び算定 営業調査D １ 事業所（企業）

　　動産に関する調査及び算定 工場　600㎡以上1,000㎡未満 １ 事業所

　　仮営業所設置・リース １ 事業所

　　移転雑費 １ 所有者又は世帯

４　消費税等調査

　　消費税等調査 営業調査有 １ 事業者

[ 委 託 理 由 ]

［ 前 金 払 ］

　本業務委託は、普通河川奥殿川河川改修事業(第2工区)に必要な土地等の取得及び使用等に伴う損失の
補償額を算定するため、地上物件等調査業務を行うものである。

前払金は、請負代金の３割以内とする。

京都市　　　　　



備　　考

☑

☑

☑ ２回実施（うち１回合同）

非木造建物Bハ 非木造建物Dハ 木造建物A

（構造計算無） （構造計算無） 　

鉄骨造・平家建
プレハブ造・2階

建
木造・平家建

倉庫 工場 その他 　

１階 86.48 29.11 2.38

2階 29.11

3階

4階

5階

計 86.48 58.22 2.38

☑  １00㎡以上２00㎡未満

□

☑ 6 台

☑ 535.76 ㎡

□

□ 　

□ 　

□

□
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☑ 工場
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1 事業所

□ 　

□

☑

☑

□

建蔽率 60％ 容積率 100％ 

（ 買 収 面 積 286.34 ㎡ 、残 地 面 積 857.66 ㎡ ） 

地 上 物 件 等 調 査 委 託 概 要 書　①
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履　　　行　　　場　　　所 ①　京都市右京区梅ケ畑向ノ地町１３番の一部、１３番１、３７番２の一部、３７番３の一部
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注） 該当するものの□には、レ印がしてあります。 京都市



地   上   物   件 　等   調   査   業   務

特　　     記     　　仕     　　様　     　書

（　令和７年６月　 ）

京都市 建設局 道路建設部 用地課



第１ 　 総　　則

1

２

う。）によるものとし、適用にあたっては、特記仕様書を優先するものとする。

第２ 業 務 の 内 容

・現地踏査２回のうち１回を京都市と合同で実施する。

・成果物を以下の期日までに提出すること。

第３ 　共 通 仕 様 書

１

号の用語の定義は、それぞれ次の各号に定めるところによる。

　び京都市の業務委託契約書（以下「市契約書」という。）第１４条第１項の規定に基づい

て定めた監督員を総称していう。

(2) 第三号の「監督職員」とは、契約書及び仕様書等に定められた範囲内において、受注者

　又は管理技術者に対する指示、承諾又は協議等の職務を行う者で、市契約書第１４条第２

項により規定する「監督員」であり、総括監督員、主任監督員及び担当監督員を総称して

いう。

　又は協議及び関連業務との調整のうち重要なものの処理を行う者をいう。また、仕様書等

　の変更、一時中止又は契約の解除の必要があると認める場合における契約担当者及び支出

　担当者に対する報告等を行うとともに、主任監督員及び担当監督員の指揮監督並びに用地

　調査等業務の取りまとめを行う者をいう。

　は協議（重要なものを除く）の処理、業務の進捗状況の確認、設計図書の記載内容と履行

共通仕様書第２条第一号、三号、四号、五号、六号、七号、八号、九号、三十号、三十一

(1) 共通仕様書第２条（以下、省略）第一号の「発注者」とは、契約担当者、支出担当者及

(3) 第四号の「総括監督員」とは、統括監督業務を担当し、主に受注者に対する指示、承諾

(4) 第五号の「主任監督員」とは、主任監督業務を担当し、主に受注者に対する指示、承諾又

　提出期日：契約の日の翌日から４か月以内

別添の「地上物件等調査委託概要書」及び「地上物件等調査委託設計書」によるものと

する。

この特記仕様書は、京都市建設局の所管する公共事業に必要な土地等の取得及び使用等に

伴う建物、工作物等（以下「建物等」という。）の調査及び補償金額の算定等に係る業務

（以下「地上物件等調査」という。）を、委託に付す場合に適用する。

　本業務の履行にあたっては、この特記仕様書によるほか、「用地調査等業務共通仕様書

（案）（国交省近畿地方整備局　令和６年３月２２日改正）」（以下「共通仕様書」とい

（注意事項）



　内容との照合、その他の契約の履行状況の調査で重要なものの処理、関係業務との調整（

　重要なものを除く）の処理を行う者をいう。また、設計図書の変更、一時中止又は契約の

　解除の必要があると認める場合における総括監督員への報告を行うとともに、担当監督員

　の指揮監督並びに主任監督業務及び一般監督業務の取りまとめを行う者をいう。

　主に受注者に対する指示、承諾又は協議で軽易なものの処理、業務の進捗状況の確認、仕

　様書等の記載内容と履行内容との照合その他契約の履行状況の調査（重要なものを除く）

　を行う者をいう。また、仕様書等の変更、一時中止又は契約の解除の必要があると認める

　場合における主任監督員への報告を行うとともに、一般監督業務の取りまとめを行う者を

　いう。

(6) 第七号の「検査職員」とは、用地調査等業務の完了検査及び指定部分に係る検査にあた

　って、市契約書第３７条第２項及び４４条の規定に基づき、検査を行う者として定めた「

　検査員」をいう。

(7) 第八号の「主任担当者」とは、本市における「管理技術者」であり、契約の履行に関し、

　業務の管理及び統括を行う者で市契約書第１５条の規定に基づき、受注者が定めた者をい

　う。

(8) 第九号の「照査技術者」とは、成果物の内容について技術上の照査を行う者で市契約書

　「市基準」という。）

(10) 第三十一号の「運用方針」とは、京都市の公共事業施行に伴う損失補償基準細則をい

　 う。（以下「市基準細則」という。）

２

(1）市契約書第１１条第１項に規定する「主たる部分」とは、用地調査等業務における総合

　的企画、業務遂行管理、調査・補償額算定等手法の決定及び技術的判断等をいい、受注者

　は、これを再委託してはならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この

　限りではない。

(2) 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、翻訳、計算処理（単純な電算処理に限る）、 

　データ入力、資料の収集整理、単純な集計などの簡易な業務の再委託にあたっては、発注

　者の承諾を必要としない。

(3) 受注者は、第１号及び第２号に規定する業務以外の再委託にあたっては、発注者の承諾

　を得なければならない。

(4) 地方自治法施行令第１６７条の２第１項及び契約担当部局の定める随意契約ガイドライ

　ンの規定に基づき契約の性質又は目的が競争を許さないとして随意契約により契約を締結

　第１６条第１項の規定に基づき、受注者が定めた者をいう。

(9）第三十号の「基準」とは、京都市の公共事業施行に伴う損失補償基準をいう。（以下

　共通仕様書第８条の再委託については、次に定めるものとする。

(5) 第六号の「監督員」とは、本市における「担当監督員」であり、一般監督業務を担当し、



　した業務においては、発注者は、前号に規定する承諾の申請があったときは、原則として

　委託料の３分の１以内で申請がなされた場合に限り、承諾を行うものとする。ただし、業

　務の性質上、これを超えることがやむを得ないと発注者が認めたときは、この限りではな

　い。

(5) 受注者は、用地調査等業務を再委託に付する場合、書面により協力者との契約関係を明

　確にしておくとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに用地調査等業務を実施し

　なければならない。

　　なお、協力者は、京都市の競争入札有資格者である場合は、競争入札参加停止を受けて

　いないこと。

３ 　共通仕様書第２４条第４項の契約不適合責任期間の取扱いについては、市契約書第６３条

によるものとする。

４ 　共通仕様書における「契約書」、「国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準」

及び「国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準の運用方針」の条文に関する部分に

ついては、それぞれ「市契約書」、「市基準」及び「市基準細則」の対応する条文に読み替

えて適用するものとする。

５ 　共通仕様書における提出書類の適用の有無及び様式については、監督員の指示による。

第４

共通仕様書第３０条に規定する別途定める取扱いは、次のとおりとする。

１ 　基本事項

　受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人

情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、 個人情報の保護

に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）、行政機関の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５８号）、行政手続における特定の個人を識別

する番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）並びに京都市個人情報保護条例

等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止そ

の他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２ 　秘密の保持

　受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知ら

せ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後において

も同様とする。

３ 　取得の制限

　受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、

本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な

個 人 情 報 の 取 扱 い



範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなければならない。

４ 　利用及び提供の制限

　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するため

の利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。

５ 　複写等の禁止

　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するため

に発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。

６ 　再委託の禁止及び再委託時の措置

　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するため

の個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱いを伴う事務を再委託し

てはならない。

　なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾がある場合においては、個人情報の適切な管

理を行う能力を有しない者に再委託することがないよう、受注者において必要な措置を講ず

るものとする。

７ 　事案発生時における報告

　受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知った

ときは、速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなければならない。

　なお、発注者の指示があった場合は、これに従うものとする。また、契約が終了し、又は

解除された後においても同様とする。

８ 　資料等の返却等

　受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後、速や

かに発注者に返却し、又は引き渡さなければならない。ただし、発注者が、廃棄又は消去等、

別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。

９ 　管理の確認等

　発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。

  また、発注者は必要と認めるときは、受注者に対し個人情報の取り扱い状況について報告

を求め、又は検査することができる。

１０ 　管理体制の整備

　受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理

体制を定め、共通仕様書第１５条で示す作業計画書に記載するものとする。

１１ 　従事者への周知

  受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り

得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと



等、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。

第５ 行 政 情 報 流 出 防 止 対 策 の 強 化

共通仕様書第３２条第２項に規定する別途定める取扱いは、次のとおりとする。

1 　受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、共

通仕様書第１５条で示す作業計画書に流出防止策を記載するものとする。

２ 　受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければなら

ない。

（関係法令等の遵守）

　　行政情報の取扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する

　事項を遵守するものとする。

（行政情報の目的外使用の禁止）

　　受注者は、発注者の許可なく本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的以

　外に使用してはならない。

（社員等に対する指導）

　(1) 受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派

　　遣労働者並びに取締役、相談役及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。

　　　）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図るものとする。

　(2) 受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとす

　　る。

　(3) 受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託先業

　　者に対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこと。

（契約終了時等における行政情報の返却）

　　受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て

　複製した行政情報を含む。以下同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実

　施途中において発注者から返還を求められた場合、速やかに直接発注者に返却するものと

　する。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても同様とする。

（電子情報の管理体制の確保）

　(1) 受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者」

　　という。）を選任及び配置し、共通仕様書第１５条で示す作業計画書に記載するもの

　　とする。

　(2) 受注者は、次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。

　　ア 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策

　　イ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策



　　ウ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策

（電子情報の取扱いに関するセキュリティの確保）

　　受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならな

　い。

　　ア 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用

　　イ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用

　　ウ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存

　　エ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送

　　オ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送

（事故の発生時の措置）

　(1) 受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報

　　流出事故にあった場合には、速やかに発注者に届け出るものとする。

　(2) この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置を

　　とり、事故の再発防止の措置を講ずるものとする。

３ 　発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認

を行う場合がある。

第６ 業 務 の 実 施

１ 受注者は、地上物件等調査の適正な執行を確保するため、監督員と協議を行い、業務の

内容を正確に把握するものとする。また、成果物の作成に当たり、疑義が生じたときは、

監督員と協議するものとする。

２ 建物の移転先の認定並びに建物の移転工法の分類及び認定については、監督員との協議

により決定するものとする。

３ 受注者は、建物等の立入り調査を行う場合には、権利者及び監督員の立会いを得なけれ

ばならない。

４ 調査の実施において、業務の内容に変更が生じた場合は、速やかに監督員に報告し、相

互に確認するものとする。その結果、業務委託料に変更が生じる場合は、本市設計書を基

にして次式により算定するものとする。

変更業務価格請負額　    ＝  変更業務価格設計額  ×

変 更 業 務 委 託 料    ＝  変更業務価格請負額  ×  （１＋消費税等税率）

　なお、変更業務価格設計額は、本市の設計単位及び経費をもとに当初設計と同一方法に

（落札率を乗じた額）

元業務価格請負額

元業務価格設計額（落札率を乗じた額）
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第７ 　 提 出 書 類

受注者は、次に掲げる書類を監督員に提出しなければならない。

　なお、提出部数及び様式は監督員の指示による。

(1)　契約締結後

　ア　業務工程表

　イ　管理技術者通知書（経歴書及び資格証明書の写しを含む。）

　ウ　照査技術者通知書（経歴書及び資格証明書の写しを含む。）

　エ　担当技術者通知書（経歴書及び資格証明書の写しを含む。）　　　　　　　　　　　　

　オ　作業計画書

(2)　業務完了時

　ア　業務完了報告書

　イ　照査報告書

(3)　完了検査後（成果物納入時）

　ア　業務成果引渡書（成果物納入目録を含む。）

　イ　請求書

(4)　その他監督員が提出を求めた書類

第８ 積 算 基 準 等

１ 建物の調査及び積算

建物の調査及び積算は、共通仕様書に基づき、以下により実施するものとする。

分析調査費用については、実費を直接経費として、設計変更時に計上するものとする。

　なお、分析結果により、補償額算定のために石綿除去処分費の見積徴収が必要となった

場合は、前項によるものとする。

　石綿の分析調査業務についての特記事項は、別記　石綿分析調査業務特記仕様書による

　機械設備の移転工法の検討は、機械設備毎に各移転工法の工事費の試算額へ営業補償額

などのその他の通損も含め、「復元・再築認定（経済比較）」により「総額による比較」

を行うなど、最も安価となる工法を認定するものとする。

　石綿調査算定要領（近畿地区用地対策連絡協議会 損失補償算定標準書）における「分

析調査」については、専門機関に依頼することを原則とし、２社以上から分析調査費用の

見積を徴収し、見積価格等の妥当性を検証した上で最も適切な専門機関を採用すること。



  なお、特記なき場合は、最近改正（最新）のものとする。

(1)　近畿地区用地対策連絡協議会損失補償算定標準書

  ア  基準要領編

(2)　京都府用地対策連絡協議会

　ア　損失補償標準算定書

２ 採用単価

建物移転料等の補償の算定に使用する単価は、以下によるものとする。

なお、特記なき場合は、本年度のものを採用すること。

(1)　近畿地区用地対策連絡協議会損失補償算定標準書 

　ア　単価編 

　イ  内訳編

(2)　京都市補償標準単価表〔京都市建設局〕

第９ 監督員への進捗状況の報告

１ 　受注者は、市契約書第２０条の規定に基づき、監督員から地上物件等調査の進捗状況

について調査又は報告を求められたときは、履行状況報告を作成し、監督員に提出しな

ければならない。

２ 　受注者は、前項の進捗状況の報告に管理技術者を立ち会わせるものとする。

第１０ 成 果 物

１ 　成果物は、別紙の地上物件等調査成果物一覧表に掲げる成果物等で、別添の地上物件等

調査委託概要書に掲げる委託内容により作成するものとする。

２ 　成果物の提出部数は、共通仕様書第２４条第３項の規定にかかわらず、紙媒体１部及び

電子データ（CDーR）１部とすること。

３ 　成果物の編集、編綴及び添付する図書等は、監督員の指示によるものとする。

第１１ 補　　則

本特記仕様書及び共通仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、監督員

と協議のうえ、その指示に従うものとする。



地　上　物　件　等　調　査　成　果　物　一　覧　表 （別　紙）　　　　　　

成　　果　　物　　の　　名　　称 様式番号 規　格 備　考

補償概要書（建物等、営業、動産及びその他） Ａ４縦

建物等移転補償額算定調書 （京）第１ Ａ４縦

消費税等課税対象額算定書 （京）第２ Ａ４縦

建物移転料算定表[再築工法]［改造工法］［復元工法］［除却工法］ （算）建物移転　第１～４ Ａ４縦

木造建物調査表 （積）木造 第１ Ａ４縦

木造建物数量計算書 [外壁] （積）木造 第２ Ａ４縦

木造建物数量計算書 [内壁] （積）木造 第３ Ａ４縦

木造建物数量計算書 [床・天井] （積）木造 第４ Ａ４縦

木造建物数量計算書 [金属製建具] （積）木造 第５ Ａ４縦

木造建物数量計算書 [木製建具] （積）木造 第６ Ａ４縦

木造建物推定再建築費内訳総括表 （京）第３（１） Ａ４縦

木造建物建築直接工事費計算書 （積）木造 第９ Ａ４縦

木造建物解体直接工事費計算書 （算）建物移転　第５ Ａ４縦

廃材数量各計算書（廃材数量、換算台数、廃材処分費数量等）

平面図 （積）木造 第７

配置図、立面図、屋根伏図、建築設備位置図（電気設備、給水・給湯
設備、屋内・排水設備、屋外・排水設備、上記以外の建築設備）、その
他必要とする図面

（積）木造 第８ －

非木造建物推定再建築費内訳総括表 （京）第３（２） Ａ４縦

工事工程表 (積)非木　別添3

工事内訳明細書 (積)非木　別添3

数量計算書

解体直接工事費計算書 （京）第４ Ａ４縦

構造計算書　（構造計算を行う場合のみ作成する。） Ａ４縦

建物概要、平面図 （積）木造 第７

配置図、構造詳細図（断面図、杭地業想定設計図、根切想定設計
図、上部く体現状図）、立面図、仕上表、面積表、建具表、建築設備
図（電気設備、給排水衛生設備、空気調和設備、昇降設備、その他設
備）、その他必要とする図面

（積）木造 第８
原則
Ａ３横

機械設備調査表
（算）機械

第１-①、第１-②
A４横

機械設備算定内訳書（総括表） （算）機械 第２ A４横

機械設備算定内訳書（復元工事費又は再築工事費）［○○工法］ （算）機械 第３ A４横

機械設備算定内訳書（撤去費）［○○工法］ （算）機械 第４ A４横

機械設備直接工事費明細書 （算）機械 第５ A４横

機械設備据付工数等計算書 （算）機械 第６ A４横

機械設備運搬台数計算書 （算）機械 第７ A４横

機械設備見積比較表 （算）機械 第８ A４横

復元・再築認定（経済比較） （京）第６

機械設備工法別補償額算定書 （京）第５ A４横

配置図、機械設備位置図、電気設備図、配管設備図、機械基礎図、
プロセスコンピューター設備図、その他必要とする図面

（積）木造 第８ 原則Ａ３横
別添１機械設備図面
作成基準

附帯工作物調査表 （算）附工 第１ Ａ４横

生産設備補償額算定書

配置図、平面図、立面図、構造図、断面図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

附帯工作物調査表 （算）附工 第１ A４横

附帯工作物補償額算定書 （京）第７ A４横

附帯工作物補償額比較表 （※）別紙２ A４横

附帯工作物廃材数量計算書 （京）第８ Ａ４縦

庭石明細書 （京）第９ Ａ４縦

配置図、附帯工作物の詳細図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

建

物

等

の

調

査

工

　
作

　
物

附帯工作物

附帯工作物調査
算定要領

共　　通

木  造  建  物
・

木造特殊建物

非木造建物

建

物

生 産 設 備

機 械 設 備

　１　地上物件等調査における成果物の一覧表は、次のとおりとする。

　２　この成果物一覧表に定める様式で作成できないものについては、監督員の指示を受けるものとする。

業　務　区　分

別添１ 木造建物図面
作成基準

建物移転料算定要領
別添二非木造建物調
査積算要領
別添３ 非木造建物工
事内訳明細書式

別添１ 非木造建物図
面作成基準

建物移転料算定要領
別添一木造建物調査
積算要領

機械設備調査
算定要領

共　　通



地　上　物　件　等　調　査　成　果　物　一　覧　表 （別　紙）　　　　　　

成　　果　　物　　の　　名　　称 様式番号 規　格 備　考業　務　区　分

附帯工作物調査表 （算）附工 第１ A４横

附帯工作物補償額算定書 （京）第７ A４横

立竹木（庭木等）調査表 （京）第１０ Ａ４縦

立竹木（庭木等）補償額算定書 （京）第１１ Ａ４縦

墓地管理者調査表 (算）改葬 第１ Ａ４縦
改葬の補償及び祭し
料調査算定要領（案）

墓地使用（祭し）者調査表 (算）改葬 第２ Ａ４横

墓碑類調査表 (算）改葬 第３ Ａ４横

改葬補償金算定書 (算）改葬 第４ Ａ４横

祭し料算定書 (算）改葬 第５ Ａ４縦

配置図、墓碑類の詳細図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

立竹木（庭木等）調査表 （京）第１０ Ａ４縦

立竹木（庭木等）補償額算定書 （京）第１１ Ａ４縦

用材林調査表 （京）第１２

用材林補償額算定書 （京）第１３ A４横

管理程度補正判定表 （算）立木 第３

配置図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

石綿調査表 （算）石綿 第１ Ａ４縦

石綿含有建築材料表 （算）石綿 別紙 Ａ４縦

調査承諾確認書 （算）石綿 第２ Ａ４縦

石綿施工状況図 －

計画概要表（検討資料） （共仕）第１０号の１ Ａ４縦

計画概要表 （共仕）第１０号の２ A４横

計画概要比較表 （共仕）第１０号の３ A４横

面積比較表 （共仕）第１０号の４ A４横

必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

営業調査総括表 (算）営業第１号 Ａ４縦

損益計算書比較表 (算）営業第２号 Ａ４縦

仕入先調査表 (算）営業第３号 Ａ４縦

従業員調査表 (算）営業第４号 Ａ４縦

営業補償金算定書（営業廃止の補償） (算）営業第５－１号 Ａ４縦

営業補償金算定書（営業休止の補償） (算）営業第５－２号 Ａ４縦

営業補償金算定書（営業規模縮小の補償） (算）営業第５－３号 Ａ４縦

固定的経費内訳書 (算）営業第６号

固定的経費付属明細書 (算）営業第７号

従業員に対する休業手当相当額算定書 (算）営業第８号

認定収益額算定書 (算）営業第９号

得意先喪失補償額算定書　(１)　製造業・（２）建設業・（３）卸・小売業・(４)　飲 食 ・ サ ー ビ ス 業
(算）営業第１０－１号～－４号

費用分解一覧表 (算）営業第１１号

固定資産等の売却損補償額算定書 (算）営業第１２号

移転広告費等算定書 (算）営業第１３号

その他移転工程表等必要とする資料 Ａ４縦

居住者調査表（自家・家主） （共仕）第１１号の１ Ａ４縦

居住者調査表（借家・借間） （共仕）第１１号の２ Ａ４縦

動産調査表 （算）第１号 Ａ４縦

動産集計表 (京）第１４

動産移転料算定書 （※）様式第１号 Ａ４縦

配置図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

移転雑費補償額算定書 （※）様式第１２号 Ａ４縦

建

物

等

の

調

査

工

作

物

移転雑費調査

照応建物の

詳 細 設 計

営
業
そ
の
他
の
調
査

営　 業　 に

関する調査

営業補償調査算定
要領（案）

居住者等に
関する調査

動産に関する
調 　 査  　等

動産移転料調査算定
要領（案）

石　       綿

石綿調査算定要領

庭         園
・

墳         墓

立

竹

木

庭　 木 　等
・

用材林立木
・

そ　 の　 他

立竹木調査算定要領
（案）



地　上　物　件　等　調　査　成　果　物　一　覧　表 （別　紙）　　　　　　

成　　果　　物　　の　　名　　称 様式番号 規　格 備　考業　務　区　分

消費税等調査表 （共仕）第１２号 Ａ４縦

消費税等相当額補償の要否判定フロー （共仕）第１２号 A４横

その他の必要資料

消費税の申告方式等に関する申出書

企業概要書 （共仕）第１３号の１ A４横

移転工法（計画）案検討概要書 （共仕）第１３号の２ A４横

移転工法（計画）各案の比較表 （共仕）第１３号の３ A４横

計画概要表（検討資料） （共仕）第１０号の１ Ａ４縦

計画概要表 （共仕）第１０号の２ A４横

計画概要比較表 （共仕）第１０号の３ A４横

面積比較表 （共仕）第１０号の４ A４横

補償概算額算定書

配置図、平面図、立面図、矩計図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

企業概要書 （共仕）第１３号の１ A４横

移転工法（計画）案検討概要書 （共仕）第１３号の２ A４横

移転工法（計画）各案の比較表 （共仕）第１３号の３ A４横

計画概要表（検討資料） （共仕）第１０号の１ Ａ４縦

計画概要表 （共仕）第１０号の２ A４横

計画概要比較表 （共仕）第１０号の３ A４横

面積比較表 （共仕）第１０号の４ A４横

補償概算額算定書

配置図、平面図、立面図、矩計図、その他必要とする図面 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

再算定又は再調査に関する調査・算定表 －

調査及び補償額算定等に必要とする資料等

写真台帳（表紙） （京）第１５ Ａ４縦

写真 Ａ４縦

フィルムカメラのネガ又はデジタルカメラの写真データ 原則Ａ３横

写真撮影方向図 （積）木造 第８ 原則Ａ３横

物件調書 （京）第１６ Ａ４縦

　　　（※）京都市の公共事業施行に伴う損失補償基準及び同細則に係る算定要領で定めている様式を示す。

　（注２）　成果物は、「建物等の調査」と「営業に関する調査」及び「消費税等調査」とは、別編綴とする。

　（注３）　成果物の電子データ（写真等含む）については、監督員の指示を受け、提出するものとする。

　　　（積）○○：各調査積算要領で定めている様式を示す。

　　　（算）○○：各調査算定要領で定めている様式を示す。

　　　（京）：京都市建設局道路建設部用地課で定めている様式を示す。

　　　（共仕）：国土交通省近畿地方整備局　用地調査等業務共通仕様書で定めている様式を示す。

写真台帳の作成

写真は、L版サイズでカ
ラープリント（ＤＰＥ）のう
え、アルバム（台紙）に整
理して提出又は、台紙に
直接印刷して提出するこ
と。

その他の業務の調査

再 算 定 業 務

予　備　調　査

消費税等調査

移 転 工 法 案
の   　検   　討

　（注１）　様式番号欄の表記については、以下のとおりとする。

土地調査及び
物件調書の作成
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石綿分析調査業務特記仕様書 
 
１ 適用範囲  

この特記仕様書は、損失補償算定標準書（令和７年度版 近畿地区用地対策連絡協議会）

の基準・要領編［Ⅰ］－１（５）石綿調査算定要領における（分析調査）に適用するもの

とする。 
 
２ 試料採取の位置及び仕様 

現地調査のうえ、受注者により試料採取の位置をあらかじめ想定し、監督員との協議に

より決定する。 
なお、検体数は、各種類 1 検体とし、建築用仕上塗材の場合は、試料を採取する際に下

地調整塗材も併せて採取し、同じ検体とすること。 
 

３ 作業計画書 
共通仕様書第１５条２における作業計画書の記載事項について、分析調査における以

下の項目も併せて記載し、提出すること。 
⑴ 試料採取の方法 
⑵ 試料採取の作業時の安全対策 
⑶ 分析の方法、分析機関及び分析に係る技術者の資格の内容 
⑷ 試料採取後の補修の有無及び方法 

 
４ 試料の採取方法 

粉じんが飛散しないように採取面に無じん水を散布（噴霧）してから、カッターナイ

フ、スクレーパ等で仕上塗材内部に刃先を入れ少しずつ削り採取する。検体ごとに３箇

所以上から１箇所あたり容量 10cm3程度を目安に試料を削り取り、密閉容器に入れ、そ

れらを一まとめにして試料番号、試料採取年月日、対象建築物の名称、施工年、採取場

所（部位）、採取試料の形状（断面の層状構造）、試料採取者の氏名等、必要事項を記

載・添付し試料とする。 
試料採取に当たっては、十分な経験及び知識を有する者が行うこと。また、石綿含有の

可能性があるので、飛散防止対策を行うとともに、防じんマスク等の個人用保護具を着用

し、高所で作業を行う場合は、脚立、はしごなどは正しく使用し、必要に応じて、安全帯、

保護帽を着用するなど、転落、墜落防止策を十分にとる。安全措置ができない箇所では無

理な試料採取は行わない。 
試料採取を行った後は必要に応じて補修を行うこと。 
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５ 分析 

 石綿含有の分析に当たっては、公益社団法人日本作業環境測定協会（日測協）が実施す

る「石綿分析技術の評価事業」による、カテゴリー１の評価区分３の A ランクまたは B
ランクの認定を受けた分析技術者等、十分な経験及び必要な能力を有するものが行うこ

と。 
 石綿をその重量の 0.1％を超えて含有するか否かを判断すること。 
 分析方法は、JIS A 1481-2（建材製品中のアスベスト含有率測定方法－第２部：試料採

取及びアスベスト含有の有無を判定するための定性分析方法）もしくはこれと同等以上

の精度を有する分析方法によること。 
 
６ 報告書 

 試料採取、分析を行った結果を以下の項目について書面にて報告を行うこと。（２部） 
⑴ 石綿をその重量の 0.1％を超えて含有しているか否か。 
⑵ 分析を行うものの資格者証の写し。 
⑶ 試料採取前、採取中及び採取後（補修）の状況がわかる写真。 
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表 仕上塗材の種類 
 

 



国道１６２号

事業箇所

広沢池



奥殿川

第２工区

国道１６２号

京都市北部
クリーンセンター

山ノ内浄水場
高雄ポンプ場



 

A棟 B棟

C棟

D棟

E棟
F棟

G棟L棟

K棟

資材置場

資材置場

配置図

事業範囲＋調査範囲

調査範囲

0 5m 10m

J棟

H棟

資材置場

13用地
13-1用地

37-3用地
13残地

37-3残地

37-2

履行場所
京都市右京区梅ケ畑向ノ地町
 １３の一部、 １３－１、
 ３７－２の一部、
 ３７－３の一部
調査内容：
木造建物A 15㎡未満（K棟）
非木造建物Bハ　構造計算無　
  25㎡以上100㎡未満（J棟）
非木造建物Dハ　構造計算無　
  15㎡以上70㎡未満（H棟）           
機械設備A 
  100㎡以上200㎡未満
機械設備の見積×6
附帯工作物　工場等の敷地　
  500㎡以上1,000㎡未満
営業調査D
仮営業所設置・リース
動産調査　工場　
  600㎡以上1,000㎡未満
移転雑費調査
消費税等調査（営業調査あり）
　　　　　　

調査範囲

下屋

下屋

ゲート


